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1 ．は じ め に
　わが国の地方部や都市部外縁では，鉄道や路線バスをはじめとする公共交通の衰退が危惧
されている。このなかでも，過疎地域はモータリゼーションの進展や沿線人口の減少が都市
部よりも早いスピードですすんでいることから，公共交通ネットワークが年々減少の一途を
辿っている1）。
　国は地域住民の移動手段を確保するため，道路運送法改正前年度の2001年度から「地方バ
ス路線維持費補助制度」を設置し，複数自治体間をまたぐ広域的幹線については地方自治体
と協調で欠損分の半額を補助し，その一方で国の制度から漏れた路線に対しては，地方自治
体の単独補助によってネットワークを維持するという対策を講じている。また，国は2011年
度から「地方バス路線維持費補助制度」，「地方公共交通活性化・再生総合事業」，「公共交通
移動円滑化事業」をはじめとする 8 つの制度を一本化した「地方公共交通確保維持改善事業
　わが国ではモータリゼーションの進展や沿線人口の減少により，鉄道や路線バスをはじ
めとする公共交通の衰退が危惧されている。このようななかで，将来にわたってサービス
を維持するにあたっては地方自治体の関与のもと適正な便益評価をベースに，路線維持の
妥当性や事業としての有効性を検証し，対策の目標を組み立てることが望ましい。本論文
は，北陸鉄道バス木の浦線東山中ルート沿線住民に対するアンケート調査に基づいてオプ
ション価値の計測を試み，オプションに対する支払い意思が生じる要因について分析を行
った。そして，本分析結果が市の政策に与える示唆について検討を行った。
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公共交通におけるオプション価値の評価と要因分析
――北陸鉄道奥能登バス木の浦線を事例として――
小　　熊　　　仁
1）　ここでの過疎地域とは，主に「過疎地域自立促進特別措置法」に指定されている地域を意味して
いる。しかし，同法に指定されていなくとも人口減少下で自家用車保有率の高い地域は存在するほ
か，人口が密集する都市部でさえもそうした社会経済環境に置かれている地域がある。本論文は議
論を単純化するために，法的ベースで規定される地域を過疎地域ととらえているが，実際はそれよ
りも広い範囲に適用することが可能である。
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～生活交通サバイバル戦略～」を創設し，「地方バス路線維持費補助制度」の枠組みをほぼ
継承する「地域間幹線系統補助」のほか，地域間幹線へのフィーダーやアクセスを担う，も
しくは，地域間交通ネットワークのフィーダーを担う「地域内フィーダー系統」に対する補
助制度を新たに整備している。
　今日，路線バスの維持においては，国はもちろん地方自治体も大きな責任と役割を背負っ
ている。例えば，規制緩和直後に全国47都道府県の路線バスに対する単独補助制度の設置状
況について調査を行った青木・田邉（2007）は，47都道府県のうち41都道府県で都道府県に
よる単独補助制度が設けられているとしている。都道府県単独補助の交付基準は，国の基準
から若干緩和されている場合が多く，国の補助制度が地域内の路線に与える影響を防ぐ目的
で制度設計が行われている（寺田・中村（2013））。
　ところで，地方自治体は人口減少による税収の低下や財政制約に伴う職員数の削減によ
り，路線バスの維持に必要な予算や労働力の確保に手をこまねいているケースが後を絶たな
い。さらに，従来路線バスは「地域独占 + 内部補助」による事業者の自助努力を原則とし
て運営されてきたため，地方自治体がサービスの計画や運営に関わる機会はほとんどなかっ
た。このことから，地方自治体のなかには地域内全域にあまねく非効率なサービスを創設し
た自治体や，地域住民の需要に沿わないサービスを開設した自治体もある。
　今後，国のみならず地方自治体が路線バスの維持に主体的に関与し，適切な判断と適正な
規模のもとでサービスを維持するためには，路線ごとの費用便益を明らかにし，路線維持の
妥当性や事業としての有効性を検証した上で対策の目標を組み立てることが望ましい。具体
的には，路線バスが地域住民に与える貨幣上の便益計測に止まらず，路線バスに対する将来
の利用可能性をはじめとした潜在的便益を把握し，サービスがもたらす様々な便益を勘案し
つつ地域の実情に合った対策にあたっていくことである。
　本論文は，石川県珠洲市の北陸鉄道奥能登バス木の浦線（以下木の浦線と呼ぶ）を対象
に，仮想市場法（Contingent Valuation Method: CVM: 以下 CVM と呼ぶ）を用いて路線バ
スが地域住民にもたらす潜在的便益を定量的に評価し，これらの便益が生じる要因や政策的
示唆を考察することが目的である。とくに，近年になって計測方法が開発され，様々な国や
地域において公共交通政策評価のガイドラインのなかに組み込まれているオプション価値の
評価とオプション価値の創出要因について分析し，サービス全体の便益評価と政策的示唆の
導出を行う。
　本論文の構成は以下のようである。 2 では，鉄道，路線バスをはじめとする公共交通が地
域住民に与える便益と価値について整理する。 3 では，既往研究のレビューと本論文におけ
る分析の内容および分析方法について検討する。 4 では，分析結果の提示と要因分析を実施
する。 5 では，まとめと政策的含意を詳述する。
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2 ．公共交通における費用便益と経済的価値
2-1　公共交通における経済的価値の類型
　政府，企業，家計の経済活動によって生み出される社会的費用便益は，経済活動によって
生産された便益と便益を発生させるために投じた資本や費用の関係に従って生起する。そし
て，社会的費用便益のなかの便益とは，各経済主体がそれぞれ経済活動を行うにあたって目
的とする価値を示し，そのなかには市場を介して生み出した収入や利潤といった貨幣上の価
値ばかりでなく，市場では評価されない様々な潜在的価値が含まれる。これらの価値は家計
に対しては効用として，企業に対しては利潤として，政府に対しては住民や国民の厚生の増
大として帰着し，政府に帰着した便益は家計や企業に，企業の利潤は配当金という形で家計
に転嫁する。
　では，公共交通が家計にもたらす価値とは何か。Geurs, et al. （2006）は公共交通の経済
的価値（Total economic value）を利用価値（Use value）と非利用価値（Non-use value）
の 2 つに区別し，前者は公共交通の直接的な利用に伴って生じる価値を意味し，後者は公共
交通の間接的な利用によって発生する価値と定義した。具体的には，利用価値とは利用者の
支払い意思（Willingness to pay: WTP）からなり，サービス利用の対価として家計が支払
う運賃やサービスから得る消費者余剰から発生する価値である。他方，非利用価値とは，利
用者の支払い意思には関係なく，むしろサービスの間接的な利用による消費者余剰の増加や
社会一般における便益の増大から発生する価値である。
　図 2-1 は，公共交通における利用価値と非利用価値の内容および種類を整理したものであ
る。はじめに，遺贈価値（Bequest value）とは，自分は今も公共交通を利用していないし，
将来も利用することはないが，次世代に公共交通を残したいという動機から発生する価値で
ある。次いで，代位価値（Vicarious value）とは，自分は今も公共交通を利用していない
し，将来も利用することはないが，友人や家族が利用している，もしくは利用することにな
るという理由から発生する価値をあらわす。最後に，存在価値（Existence value）とは，
自分は今も公共交通を利用していないし，将来も利用することはないが，そのサービスが存
在しているという事実から得られる価値（（例）地域のシンボルとしての公共交通等）をあ
らわす。
　ところで，公共交通の利用にあたっては，以上のようなサービスの非利用から発生する価
値や公共交通の直接的な利用から発生する直接的利用価値のほか，実際の利用において直面
する不確実性の存在から（例えば，① 高齢や加齢による自家用車運転能力喪失の可能性，
② 自家用車の故障や事故・悪天候の可能性，③ 混雑の発生による自家用車利用時間の増加
および費用増加の可能性），「利用可能性（Availability）」と呼称される外部効果の派生が確
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認されている（藤井（1964））。このような不確実性が存在するなかで，利用者が現段階で獲
得している消費者余剰を超えて，追加的に示す支払い意思がオプション価値である
（Weisbrod（1964））。オプション価値とは，いまはサービスを利用しないが「公共交通をい
つか利用する機会があるかもしれず，選択肢としてこれを残しておきたい」とする選択的需
要の価値をあらわす2）。オプション価値は，直接的な利用から発生する価値ではなく，あく
まで将来の利用可能性という期待から創出される価値であるため，例えば環境経済学などで
は非利用価値として分類されることが多い。しかし，交通経済学の分野ではこれを潜在的利
用者によるサービスの利用から発生する価値としてとらえ，利用価値の範疇に含めて便益評
価を試みることが望ましいとする考えが強い（川端ら（2011））。
　従来，公共交通を含め社会的費用便益分析における便益の算定基準は，直接的な貨幣的価
値にのみに焦点があてられ，オプション価値や非利用価値がその基準のなかに含まれること
はまれであった。その理由は，潜在的価値の計測に関わる分析手法が十分に確立されていな
かったほか，貨幣的価値の評価により乗車密度や運賃収入をはじめ可視化されたデータが直
接収集可能であったため，あえて潜在的価値を計測する必要はなく，それらの計測結果も社
会的な合意が得られやすかったからである（高橋（1999））。
　このように，公共交通の経済的価値には貨幣的価値以外にもオプション価値や非利用価値
2）　なお，このほかに公共交通の利用価値には利用者の間接的な利用による「間接的利用価値」も含
まれる。間接的利用価値とは，公共交通の映像や写真画像の鑑賞などからサービスに対して創出さ
れる価値をあらわす。経済的価値全体を把握するためには，間接的利用価値の内容も詳細に考察し
ておくべきであるが，非利用価値と混同されることが多いため，ここではあえて簡単な記述に止め
ておくことにする。
（出所）　Geurs, et al. （2006）pp. 615をもとに筆者作成。
図 2-1　公共交通の利用価値と非利用価値
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があり，過疎地域の路線バスのような貨幣的な価値に基づく評価のみでは評価できないサー
ビスの対策を立てるにあたっては，これらの価値を便益計測の枠組みに取り入れて評価を行
っていくことが必要である。
2-2　公共交通における非利用価値とオプション価値
　公共交通の社会的費用便益の計測にあたっては，価値を生み出すために投じた資本や費用
および便益の全貌を明らかにするため，利用者の直接的な利用による価値と間接的な利用に
よる価値をふまえて費用便益の評価を行うことが必要である。しかしながら，非利用価値の
計測では，価値評価のベースとなる市場が存在しないため，市場価格からそれらの価値を評
価することはできない。また，評価にあたっては「今も公共交通を利用していないし，将来
も利用することはない」という非現実なシナリオのもとで各々の価値を計測しなければなら
ないため，適切な評価が困難で，たとえ結果が得られたとしても信頼性に乏しい可能性が高
い。
　その一方で，オプション価値については近年になっていくつかの計測方法が開発されてお
り，様々な国や地域において実証事例が発表されている。例えば英国ではアクセシビリティ
の評価項目のなかにオプション価値を評価指標として組み込み，公共交通政策評価ガイドラ
インとしてこれを位置づけている（U. K. Department for Transport（2004））。さらに，わ
が国では鉄道新線整備事業・既設線改善事業の新規採択事業評価・再評価ガイドラインのな
かにオプション価値を位置づけ，他の便益とのダブルカウンティングがない限り，これを便
益評価に取り入れることが望ましいとしている。
　ところで、公共交通におけるオプション価値は，金融取引におけるストックオプションや
リアルオプションとは異なり，利用者自身の将来の潜在的需要としての利用可能性に対する
評価を意味するため，サービスの価格変動やオプション行使の有無に関する情報が市場を通
して伝達されない。従って，公共交通におけるオプション価値は，オプション価値とオプシ
ョン行使のための支払い意思（＝オプション価格）を同質とする金融経済学の立場とは違
い，両者を同義で用いることができない。
　Cicchetti & FreemanⅢ（1971），Schmalensee（1972），Arrow & Fisher（1974），Henrry
（1974）らは，公共交通の利用可能性のような非市場財のオプション価値（OV）とは，将来
の不確実性を回避するための最大支払い意思額である“オプション価格（OV）” と状況πi
においてサービスから得られる“期待余剰（ECS）” の差からなると定義した。
　　　 （ 1 ）　
　ここで，オプション価格は，将来の不確実性を回避するためのオプションがあらかじめ存
∑
n
i=1
OV = πiECSiOP －
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在し，このオプションの購入によって利用者自身が獲得する期待余剰と購入しない場合の期
待余剰の差と同じ水準の支払い意思から導出される。期待余剰は補償余剰（CS）で測定し
たオプションの購入前後における余剰の差から導き出される。そして，この一連の過程にお
いて将来の利用可能性を変数とする状況依存型の間接効用関数が提示され，利用可能性と状
況に関する確率が与えられる。
　いま，以上の内容を湧口・山内（2002）に従い具体的に説明すると次の通りである。公共
交通の維持を望むリスク回避的な個人を想定し，需要面の不確実性として将来公共交通を利
用する選好を持っているか（i＝D，確率：p1），持っていないか（i＝ND，確率 p2）を想定す
る。併せて，供給面の不確実性として，公共交通が将来維持されるか（G＝G*，確率：q1），
維持されないか（G＝ 0 ，確率：q2）を考える。このような需給両面の将来にわたる不確実性
を回避するための方法としてオプションの存在があり，もし個人がそのオプションを購入し
た場合，将来サービス利用できる確率は r1（＞q1）に増大し，他方で，利用不可能な状態に
陥る確率は r2（＜q2）に減少する（ただし，p1＋p2＝ 1 ，r1＋r2＝ 1 ，q1＋q2＝ 1 ）。
　この場合，将来公共交通を利用する選好を持つ個人の間接効用関数（Ui）を
　　　UD（YD，PD，G） （ 2 ）　
公共交通を利用する選好を持たない個人の間接効用関数（Ui）を
　　　UND（YND，PND） （ 3 ）　
とし，公共交通の利用から得られる補償余剰（CSi）を
　　　UD（YD－CSD，PD，G*）＝UD（YD，PD，0）；CSD＞ 0 ，CSND＝0 （ 4 ）　
とする（ただし，UD（YD，PD，G*）＞UD（YD，PD，0））。Y1，P1は各々の状況における所得ベク
トルと価格ベクトルである。
　このとき，オプションを購入しない場合の個人の期待効用（EUo）とオプションを購入し
た場合の期待効用（EUN）はそれぞれ，
　　　EUo＝p1r1UD（YD－X，PD，G*）＋p１r2UD（YD－X，PD，0）＋p2UND（YND－X，PND） （ 5 ）　
　　　EUN＝p１q1UD（YD，PD，G*）＋p1q2UD（YD，PD，0）＋p2UND（YND，PND） （ 6 ）　
と書き表される。X はオプションの購入額で，EUo＝EUN のとき，X＝OP である。
このことから，オプション価値は，
　　　OV＝OP－ECS＝OP－p1（r1－q1）CSD （ 7 ）　
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で表現される。
　ところで，オプション価値の計測において OV が正の値を示すためには，以下の 2 つの条
件をクリアしなければならない。 1 つは，供給面の不確実性が需要面の不確実性を上回るこ
とである。これは湧口・山内（2002）も取り上げているように，交通機関の事前座席指定の
ケースが最もわかりやすい。例えば航空機の事前座席指定は購入した航空券の種類にもよる
が，前もって追加的に料金を支払うことで希望する座席に着席できる。このとき，座席指定
を行う個人は当日航空機を利用する際に，自身が希望する座席に確実に着席するために追加
料金を支払い，座席を指定する。もし当日，自身が希望する座席に確実に着席できることが
あらかじめわかっている場合には，事前座席指定は行わない。すなわち，事前座席指定にお
いて利用者が支払う追加料金は自身が希望する席に確実に座ってサービスを受けるためのオ
プション価値に等しく，オプション価値の符号は，自身が希望する席に座れないかもしれな
いという供給の不確実性が需要の不確実性を超えたときに正の値を示す。
　 2 つ目に，将来の確実なサービス利用について利用者の支払い意思が顕在化せず，最終的
にそのサービスが供給不能（＝サービスの休廃止）となった場合，以後のサービス再開は不
可能であるか，再開する場合でも禁止的な費用を要してしまうことである。これは，過疎地
域における公共交通のように市場原理に基づく供給ではサービスが継続できず，いったん廃
止を選択してしまえば，その後のサービス再開が実質的に不可能なサービスが該当する。
3 ．公共交通の分野におけるオプション価値評価と本論文の分析方法
3-1　オプション価値の計測に関する先行研究の整理
　公共交通の分野におけるオプション価値の計測事例は，Bristow, et al.（1991）や
Crockett（1992）など初期の段階の研究では，遺贈価値，代位価値，存在価値のような非利
用価値と一括で計測されており，オプション価値独自の評価は行われていない。もっとも，
非市場財におけるオプション価値の概念については Weisbrod（1964）の研究以後，Lomg
（1967）や Lindsay（1969）の論争を経て，1990年代に入ってようやく確立したため，この
頃はまだ応用経済学の分野を含めまだ研究の蓄積が十分でなかった経緯がある。その一方
で，近年開発されてきた非市場財のオプション価値の評価手法は，主に 2 つの手法を中心に
展開されている。 1 つは複数回の CVM を繰り返して総経済的価値と消費者余剰を測定し，
そのなかから非利用価値や消費者余剰を差し引いた残余をオプション価値とする方法であ
る。この方法は離散選択法（Discrete Choice Experiments: DCE）と呼ばれる。もう 1 つ
は，CVM を用いて被験者に需給両面の将来にわたる不確実性の内容を説明し，不確実性回
避のためのオプションへの支払い意思を尋ねて直接オプション価格と期待余剰を求める方法
である。
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　表 3-1 はオプション価値をめぐる既往研究を整理したものである。Bristow, et al. （1991）
や Crockett（1992）などの初期の研究を含め DCE によってオプション価値を計測した
Humphreys & Fowkes（2006），Gears et al.（2009），川端ら（2011）以外は，CVM によっ
てオプション価値を計測している。例えば，Painter, et al. （2002）は米国ワシントン州の地
域内鉄道路線沿線170名の住民を対象に，CVM でオプションへの支払い意思と期待余剰を
導出し，年間 1 人あたり56$ のオプション価値を算出している。同じように，Chang（2010）
も韓国の地域間鉄道路線沿線住民242人を対象に，二段階でオプションに対する支払い意思
と期待余剰を算定し， 1 人1km・ 1 時間あたり9.3～22.8ウォンのオプション価値を測定し
ている。日本では，湧口・山内（2002）が青森県津軽地域の路線バス沿線 3 集落を対象に，
CVM でオプション価値を推定し， 1 世帯あたり月間46,027円のオプション価値を計測して
表 3-1　公共交通分野におけるオプション価値の計測事例
論文名 対象地域
対象とした輸
送モード
計測方法 サンプル数 計測結果
Bristow et al. 
（1991）
Hawksworth
andRainow, U. K.
路線バス CVM
沿線住民
60名
年間58￡
（非利用価値
も含む）
Crockett
（1992）
Settle, U. K 地域鉄道 CVM
沿線住民
34名
年間36￡
（非利用価値
も含む）
Painter et al. 
（2002）
Washington State,
U. S.
路線バス CVM
沿線住民
170名
年間56＄
湧口・山内
（2002）
青森県鰺ヶ沢町 路線バス CVM 沿線25世帯 月間46,027円
青木
（2003）
富山県高岡市 LRT
Face-to-
face
interviews
―
沿線内月間
820円，沿線外
月間400円
Humphreys &
Fowkes
（2006）
Edinburgh, U. K. 地域鉄道 DCM
沿線住民
178名
年間154€
Geurs et al. 
（2006）
Arnhem to 
Winterswijk and 
Leiden to Gouda, the
Netherlands
地域鉄道 DCM
沿線住民
428～510名
年間94€
Chang
（2010）
韓国高速鉄道全線 高速鉄道 CVM
沿線住民
242名
1 時間・1km あ
たり9.3-22.8
ウォン
川端ら
（2011）
富山県富山市 LRT DCM
沿線住民
367名
月間779～
1,176円
（出所）　筆者作成。
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いる。青木（2003）は富山県高岡市の路面電車を対象に，沿線企業や商工会議所への Face 
to Face のインタビューからオプション価値を計測し，沿線で820円，沿線外で400円のオプ
ション価値が見出されたとしている。
　Humphreys & Fowkes（2006）は DCE によるオプション価値の計測では，被験者に質問
すべき属性，水準が多くなりがちであるため，計測手段としてはなじまないと指摘してい
る。また，Geurs, et. al. （2006）も DCE は非利用価値の測定が求められるため，被験者に混
乱が生じやすく，導出された計測結果にも数多くの問題点があると述べている。
3-2　本論文におけるオプション価値の評価手法
　以上のことから本論文では，CVM を用いて，オプションへの支払い意思と期待余剰を導
出し，オプション価値の推計を試みる。ここでは，湧口・山内（2002）に基づき，（ 7 ）式を
計算するため，ケーススタディの対象地域である石川県珠洲市の北陸鉄道奥能登バス木の浦
線（東山中ルート）沿線121世帯を対象としたアンケートから下記の情報を収集する。
　（ 1 ） 　現在のダイヤをそのまま維持（π 1 ），減便（π 2 ），廃止（π 3 ）という 3 つの状況
πi を想定し，この後，将来の一定期間にわたって現在の便数・ダイヤで確実にサー
ビスを受けるための最大支払い意思額（＝オプション価格：OP）
　（ 2 ） 　 3 つの状況（πi）各々において期待消費者余剰（CSi）を導出するための供給に対
する主観的確率（π 1 ＋π 2 ＋π 3 ＝1）
　（ 3 ）　減便回避のための支払い意思額（WTP2）
　（ 4 ）　廃止回避のための支払い意思額（WTP1）
　これらの 4 つの情報をもとに，OV を導出し評価を行う。なお，WTP1は現行ダイヤの維
持に対する利用者の支払い意思として直接読み替えられるものの，WTP2については，現行
ダイヤと減便ダイヤの余剰差に関する情報である。このことから減便ダイヤに対する支払い
意思額 WTP3を正確に知るために，次の手続きを踏むことが必要である（湧口・山内
（2002））。
　いま，需要の不確実性はなく，所得と価格ベクトルは現行のサービスの運行水準に関わら
ず一定と仮定し，Y，P，サービスの運行水準（z＝z1（現行スケジュール維持，z＝z2（減便
スケジュールで維持），z＝0（廃止））を変数とする間接効用関数 U（Y，P，z）を定義する。
WTP1と WTP2のケースを各々表現すれば，
　　　U（Y *－WTP1，P，z1）＝U（Y *，P，0） （ 8 ）　
　　　U（Y *－WTP2，P，z1）＝U（Y *，P，z2） （ 9 ）　
である。ここで必要な情報は，（ 8 ）式 WTP2のではなく，下式の WTP3に関する情報である。
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　　　U（Y *－WTP3，P，z2）＝U（Y *，P，0） （10）　
　（ 8 ）式，（ 9 ）式の効用水準について，横軸を所得，縦軸をバスの運行水準とするグラフで
無差別曲線を書くと，（10）式の WTP3が 2 つの無差別曲線間の距離と近似していることが
わかる（図 3-1 参照）。従って，
　　　WTP3≒WTP1－WTP2 （11）　
　他方で，廃止・減便回避のための支払い（オプションの購入）前後で変わる廃止・減便の
確率は現行ダイヤの維持をベースに質問するので，オプション購入後の現状維持，減便，廃
止に関する確率は（ 1 ，0 ，0 ）となる。
　オプション価値 OV は，
　　　OV＝OP－｛（1－π 1 ）・WTP1＋（0－π 2 ）・WTP3＋（0－π 3 ）・0 ｝ （12）
と表記される。
　なお，CVM によるオプション価値の推定では，被験者から情報を直接収集することか
ら，被験者の間で調査の目的，バスの現状，将来という言葉が指す時期や期間などに関して
一定水準の認識を持たないと，シナリオの伝達ミスによるバイアスが生じる。とくに，金額
図 3-1　オプション価値の近似
（出所）　湧口・山内（2002）， 6 ページ。
（9）式の効用水準
（8）式の効用水準
公共交通の運行水準
Z1
Z2
0
WTP1－WTP2
WTP3
Y*－WTP1 Y*－WTP3 Y*－WTP2
所得
Y
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図 3-2　アンケート調査の概要
（出所）　筆者作成。
平成26年3月
金沢大学人間社会研究域附属地域政策研究センター
時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　このたび、金沢大学地域政策研究センター では、珠洲市のご協力のもと、北鉄奥能登
バス木の浦線沿線の東山中町、正院町岡田地区・飯塚地区にお住いのみなさまにアンケー
ト調査を実施することになりました。
　ご存じのように、市の人口は年々減り続け、その一方で車の数が増え続けたことで、市全体
のバスの利用者は、ここ10年で約40％以上減少しています。 
　とくに、みなさまの家の前を走っている「木の浦線（東山中経由）」は、市内で
最も利用者が少ない路線です。
バス利用に関するアンケート調査のお願い
このアンケ トーは、
・ いまのバスの利用状況を調べること
・ バスに対し、みなさまがどれだけ支援する気持ちがあるのかを調べること
・ みなさまの支援で今後、バスを走らせることができるかを調べること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が目的です。
　調査の信頼性を高めるために、より多くのみなさまのご回答を必要としております。
大変お手数をおかけいたしますが、アンケートの目的を何とぞご理解いただき、ご協力
を賜りますようお願い申し上げます。
Ⅲ. 続いて、木の浦線への支援に関する質問です。
【注意】
では、次の説明をお読み頂き、あとの質問①～④にお答えください。
【説明】
もし、バスがなくなれば、次のような問題が起こると予想されます。
・車以外では移動できない
・車を持たない人たちが学校や病院に行けない
・自分が運転できなくなったときに移動手段がない
、
・往復ともいままでと同じ時刻表でバスを走らせることができる
・片道だけバスを走らせることができる
（例）住民の支援がバス運行につながった例
・青森県鰺ヶ沢町深谷地区
・白神山地山あいの限界集落
・60世帯全てが月2,000円の回数券を購入
・約20年間バスを守り続けている
ここから質問に入ります。
・これからの質問は仮定の質問であって、実際にこのようなことが考えられてい
　るわけではありません。
・また、みなさまの回答をもとに、実際に市が税金を追加したり、負担金を直接
　徴収するようなこともありません。
木の浦線は、自動車やバイクなどの移動手段を持たない人たちにとって、病院
や買い物に出かける際の貴重な足となっています。
しかし、このままでは、2年後バスが走っているかどうかわかりません。
　ただし、各ご家庭がバスに対して支援金を払うと、お金次第にもよりますが次の
ような形でバスを走らせることができます。
を尋ねる質問では，提示金額の範囲や設定に細心の注意を払わないと開始点バイアスや予算
制約バイアスをはじめ様々なバイアスが発生する。このようなバイアスに対処するため，本
論文では図 3-2 のように木の浦線に関する情報をアンケートの表紙に加えた上で，オプショ
ン価値推定の手掛かりとなる質問の前に，本調査があくまで仮想的な状況下であること，回
答内容が直接運行計画の策定に反映されないことを説明している。そして，金額の回答箇所
については，被験者の負担を抑えるのはもちろん，開始点バイアス，範囲バイアスなどをは
じめとする各種バイアスを回避するために，二項選択方式による質問方法を採用することに
した。
4 ．北陸鉄道奥能登バス木の浦線の概要とオプション価値の計測
4-1　調査対象地域の概要
　石川県珠洲市はわが国中西部の日本海側に突出した能登半島の最先端に位置し，面積
247.2km²，人口16,083人（＝2014年 3 月末現在）の市である。市域は全体が日本海に囲まれ
る地形をとっており，集落は宝立地区から蛸島地区にかけての南部海岸線に沿って集中して
いる。しかし，北部海岸線や内陸の山間部にも一定数の集落があり，集落の分布は必ずしも
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図 4-1　珠洲市における路線バスの概要 
（出所）　珠洲市ホームページ（http://www.city.suzu.ishikawa.jp/home/kakuka/kizai/bus/html/1_00.html）。
定まっていない。珠洲市の人口の減少は県内の他の地域よりも早いスピードですすみ，2004
年から現在までの10年間にその数は約22％減少している。市は1980年に過疎地域対策特別措
置法の指定を受け，地域振興に向けた対策を積み重ねてきたものの，財政力指数は2012年度
末には－0.23にまで落ち込み，県内では同市に隣接する能登町の－0.20に次いで 2 番目に低
い数字を記録している。その一方で， 1 世帯あたりの自家用車保有台数（軽自動車を含む）
は2013年度末で2.12台に上り，同年度の全国平均（1.07台）よりもおよそ 2 倍近く多い状況
にある。
　市内のバス路線は，南部海岸線と北部海岸線を中心に北陸鉄道奥能登バス穴水珠洲線，宇
出津珠洲線，三崎線，大谷線，飯田線，木の浦線，小夜線，および珠洲市コミュニティバス
すずらん号の合計 8 路線からなり（図 4-1 参照），いずれも県や市から補助金を受けている。
本論文で調査対象とする木の浦線は，市内の主要バスターミナルである「能登飯田」～「正
院」～「蛸島」～「粟津」～「狼煙」～「木の浦」の県道12号線，および28号線の主要道路
を走行する「本線ルート」と途中「正院」から県道52号線に入り，「折戸」で本線ルートに
合流する「東山中ルート」の 2 つがある。前者は，「鵜飼駅前」～「木の浦」間を 1 日 6 便
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運行し，早朝，日中，夕方，夜間にそれぞれ 2 便ずつダイヤが設定されている。後者は，
2007年までは「能登飯田」～「木の浦」間を朝 1 便，夕方 1 便の往復 2 便の割合で運行して
いたが（ただし，火・金は日中往復 1 便追加・土日祝日は早朝夕方各 1 便に削減），以降は
早朝夕方往復 1 便に削減されている。利用者は本線ルートと東山中ルートの 2 つを含め2002
年度の 7 万人をピークに年々減少し，2011年度における市の補助金交付額は1,000万円を超
え，市内バス 8 路線のなかでは最も多い補助金が出されている3）。
　珠洲市は市内バス路線全般における財政負担軽減のため，利用の少ない土曜・日曜の便数
削減や km あたり補助単価の見直しをすすめている。木の浦線に対しては，同じ時間帯・ル
ートを並行する直小学校・緑丘中学校スクールバスと東山中ルートの 2 つを整理し，運行頻
度の引き上げや利用者の利便性を確保する試みを検討している。
　具体的には，
　（ 1 ） 　児童の登下校の時刻に影響を与えないようにダイヤを再編する（登校時の学校到着
時刻，下校時の学校出発時刻に合わせてダイヤを設定する）
　（ 2 ） 　木の浦線（東山中ルート）を廃止し，スクールバスを兼ねた新たな公共交通の運行
を考慮する（ただし，市役所保有の車両は使用できないため，運行については事業者
へ運行を委託する）
　（ 3 ） 　これらの運行ダイヤは，学校関係者および運行事業者からのヒアリングなども参考
に策定する
の 3 つの案をたたき台とし，既存便の運行本数拡大による沿線住民の利便性向上とモード統
合による運行効率化をはかるとしている。そして，そのための計画案とダイヤが2011年の
「珠洲市地域公共交通活性化協議会」に提出され，現在，計画の実行に向けて協議をすすめ
ているところである。
　ところで，珠洲市が2007年12月10日～16日に実施したアンケート調査によれば，木の浦線
東山中ルートは，ピーク・オフピークの乗車密度の差が大きく，例えば能登飯田方面朝上り
1 便の乗車密度は平均14.2人，日中復路下り木の浦方面 1 便では平均12.0人の利用があっ
3）　なお，珠洲市では路線の性格や経緯に応じて県単独補助と連動した補助制度を用意している。 1
つは，木の浦線・小夜線に対する「特例路線バス補助」である。これは JR 西日本バス撤退に伴う
廃止代替路線の運行を目的に設置された県・市の協調補助制度（補助率は県1/3・市2/3）で，市は
年間900万円の補助を北陸鉄道奥能登バスに交付している。 2 つ目は，穴水珠洲線・宇出津珠洲線
に対する「転換バス補助」である。この補助制度はのと鉄道能登線廃止に伴うバス転換に対し設置
された補助で，市は県と折半で年間145万円の補助を北陸鉄道に支出している。 3 つ目は市のコミュ
ニティバスに対する補助である。これは地域交通活性化・再生総合事業の一環として，国1/2，市
1/2の負担比率で年間120～240万円相当を運行委託先のスズ交通に支払っている。
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た。その一方で，能登飯田方面日中上り 1 便と木の浦方面夕方・夜間下り 1 便の乗車密度は
平均 2 人程度に止まっていた。
　スクールバスと路線バスの統合は，運行効率化の意味からも財政負担軽減の意味からも支
持されるべきである。しかし，一度は減便を余儀なくされた路線において，再び運行頻度を
増加させることが果たして利用者の利便性増大に結びつくか否かについては，さらなる調査
と分析が求められる。利用者がバスに対して抱えている評価を前提に，計画の再検討を行う
ことが必要である。
4-2　オプション価値の計測結果と要因分析
　本論文では木の浦線東山中ルートにおけるオプション価値を導出するために，沿線の正院
町飯塚東地区30世帯，同西地区26世帯，同岡田地区35世帯，および東山中地区30世帯の合計
121世帯を対象にアンケートを実施した。アンケートは回収率を向上させる目的から，筆者
からいったん珠洲市企画財政課を経由し，市の担当者が各地区の区長に手渡し，区長から各
世帯に配布するという方法をとった。
　アンケートの回答期限は2014年 3 月20日～31日までの11日間で，記入済みの調査票につい
ては，各世帯からそのまま区長に返却され，区長が期日までに集まった調査票を市の担当者
に手渡し，最後に市から筆者らに返送して頂くという手続きをとった。アンケートには，性
別，年齢，家族構成の属性のほか，現在のバス利用状況・利用目的，利用経験の有無に関す
る質問，オプション価値計測の手掛かりとなる質問，今後のバスのあり方に関わる質問の計
18問を設定した。
　アンケートの結果，全体の回収率は81.0％に上った（表 4-1 参照）。まず，被験者の属性
について整理すれば，被験者の性別比は男性57.1％，女性27.6％で，年齢については54.1％
が65歳以上の高齢者であった。これは，回答者を世帯主，もしくは，世帯主の配偶者等に限
定したためであると判断される。各世帯の自家用車保有台数は， 2 台と回答した被験者が最
表 4-1　アンケート調査結果の概要
地区名
配布票数
 （世帯）
回収票数
 （世帯）
回収率
 （％）
有効回答票数
 （世帯）
有効回答票回収率
 （％）
飯塚東地区 30 19 63.3 12 40.0
飯塚西地区 26 22 84.6 13 50.0
岡田地区 35 34 97.1 18 51.4
東山中地区 30 23 76.7 8 26.7
合計 121 98 81.0 51 42.1
（出所）　筆者作成。
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も多く，全体の28％（26世帯）を占めた。さらに，自家用車を 3 台，または 4 台以上所有し
ている世帯も30％（30世帯）存在し，各世帯の自家用車所有率の高さを確認することができ
た。
　その一方で，自家用車を持たない世帯は18世帯で，その多くが65歳以上 1 人暮らしの世帯
であることがわかった。ただ，この18世帯のうち，実際の移動をタクシーやバスに依存せざ
るを得ない世帯は，外出の際の主な移動手段を自転車と回答した世帯も加えると合計13世帯
で，残る 5 世帯については自家用車以外の私的交通手段（＝バイク）を用いて移動を行って
いる点に注意しなければならない。
　年齢階層と外出における主な移動手段とのクロス集計では，60～64歳までは自家用車がほ
ぼ100％日常的な移動手段となっており（図 4-2 参照），65歳以上の世帯であっても，その
50.8％については自家用車を主な移動手段としていることも明らかになった。ただ，バスの
利用経験については，約半数の47世帯が「利用経験あり」と回答しており，このことから，
少なくともバスが地域内を走っている事実やサービスの内容について被験者にはある程度認
知しているものと考えられる。
　次に，オプション価値推計の手がかりとなる項目に全て正確に回答した票は51世帯（42.1
％）であった。回答率は先行研究と比較しても相対的に高い数値を示しており，その分だけ
この地域ではバスに対する関心が高いものととらえられる。以下では，この51サンプルを使
い（ 7 ）式を補正した（12）式に基づいて，木の浦線東山中ルート沿線全体および地区別のオ
プション価値を算定する。計測にあたっては，被験者の混乱を避けるために質問方法に次の
ような工夫を試みた。
　（ 1 ） 　廃止回避に対する支払い意思を尋ねる質問とオプション価格を尋ねる質問では，現
在のバス時刻表を併記し，被験者の確認作業と手間を減らした。
　（ 2 ） 　減便回避に対する支払い意思を尋ねる質問では，単純化のために，最も乗車密度の
図 4-2　年齢階層と移動手段に関するクロス集計の結果
（出所）　筆者作成。
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高い能登飯田方面朝上り 1 便のみの運行とし，日中復路木の浦方面下り 1 便について
は終日運行なしとした。
　（ 3 ） 　オプションへの支払い意思に関する質問では，まずオプションに対して負担を行う
意思があるか否かを聞いた。そして，オプションに対して負担の意思があると回答
した場合，その被験者には 1 回目の負担金額として2,000円を提示し，これに対して
Yes と回答した場合の 2 回目の提示金額を3,000円，No と回答した場合の 2 回目の
提示金額を1,000円とした。そして， 3 回目として 2 回目の提示金額について Yes と
回答した場合，No と回答した場合各々において「最終的にいくら支払う予定がある
か」を尋ね，直接アンケート欄に金額を記入してもらった。
　表 4-2 は，計測結果を示したものである。まず，全体のオプション価値は，月間 1 世帯あ
たり平均524円，年間平均6,292円であった。地区別では，飯塚西地区が最も高く， 1 世帯あ
たり月額平均962円（年間平均11,538円），以下岡田地区554円（年間平均6,647円），東山中地
区484円（年間平均5,805円），飯塚東地区33円（年間平均400円）と続いている。全体平均を
用いて仮にこの51サンプルから得た数字を，東山中ルート全世帯（＝121世帯）に換算する
と，月額63,404円，年額761,211円のオプション価値が推計される。さらに，これを本線ルー
トを含めた木の浦線沿線全世帯（合計2,945世帯）に読み替えれば，月額1,543,180円，年額
18,526,995円のオプション価値が導き出される。この数字は，珠洲市が現在木の浦線に対し
て拠出している年間補助金額（2013年度＝1,004,500円）を上回る数字である。もし，珠洲市
が木の浦線を将来も利用可能な状態にしておく目的で，例えば回数券購入などの形で沿線各
世帯から毎月524円を徴収すれば，市の負担は相殺される。
　では、こうしたオプションに対する支払い意思に影響を与えている要因は何か。いま，数
量化Ⅰ類を用いてオプション価値の推計に必要な質問以外の属性（年齢，居住地域，職業の
状況，家族構成，自家用車所有状況，家庭内におけるバス利用者の有無）に関する質問を説
表 4-2　オプション価値の計測結果
地区名
オプション価値（全体） オプション価値（ 1 世帯あたり平均）
月間（円） 年間（円） 月間（円） 年間（円）
飯塚東地区 12,500 150,000 962 11,538
飯塚西地区 400 4,800 33 400
岡田地区 9,970 119,640 554 6,647
東山中地区 3,870 46,400 484 5,805
合計 26,740 320,840 524 6,292
（出所）　筆者作成。
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明変数とし，被験者のオプション価値を外的基準として分析した結果を図 4-3 に示す。この
なかで，最もアイテムレンジが大きくなった項目は年齢に関する項目で外的基準との間に10
％有意で関連が認められた。ここでは「年齢40歳以下の世帯主」から構成されている世帯の
カテゴリースコアが高く，その一方で，40歳から64歳までの世帯主から構成される世帯のカ
テゴリースコアは負の値を示している。この結果はどのような意味を持っているのであろう
か。「年齢40歳以下の世帯主」から構成されている世帯の日常的な移動手段は自家用車であ
る。しかし，これらの世帯にはいずれも高校生以下の家族が複数同居しており，家族の現在
および将来的な利用のためのオプションとして，あるいは，自家用車の故障や事故・悪天候
の際のオプションとして支払い意思が示されているほか，代位価値や遺贈価値のような非利
用価値に関わる意識が同時に作用し，オプション価値の顕在化に結びついている可能性があ
る。実際のところ，家庭内におけるバス利用者の有無に関する項目では，「利用者が家族内
にいる」と回答した世帯と外的基準との関係が 5 ％有意で確認されており，このことからも
高校生以下の家族が居住する世帯で様々な価値が創出されていることがわかる。その一方
図 4-3　オプション価値に影響を与える要因
　（注）　**，*　はそれぞれ 5 ％水準，10％水準で有意であることを示している。
（出所）　筆者作成。
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で，65歳以上の高齢者から構成される世帯では，非利用価値に関わる意識が混在していると
いうよりはむしろ，現在は利用しないが，高齢や加齢による自家用車運転能力喪失の可能性
といった将来の不確実性に対するオプションとしての価値が示された結果であると判断でき
る。
　次いで，アイテムレンジの幅が大きくなった項目は家族構成と自家用車所有状況である。
ここでは高齢者世帯である 1 人暮らし，または 2 人暮らしの世帯のカテゴリースコアが負の
値をあらわし， 3 名以上の家族から構成される世帯のスコアが正の値を示す結果となった。
他方，自家用車所有状況との関係では， 0 台と回答した世帯のカテゴリースコアが正の値を
示した以外は全て負の値を示している。ただし，これらはいずれも被説明変数と関係するか
否かが確認できていない。従って，以下はあくまで憶測の域を超えないが，珠洲市の平均自
家用車保有台数が 1 世帯あたり平均2.12台という数字からも明確であるように， 1 人暮ら
し，あるいは 2 人暮らしの高齢者世帯であれ，原則各世帯には自家用車が存在し，65歳以上
の高齢者で自家用車の運転に何らかの支障が生じる状況になってはじめてオプション価値は
顕在化されるのではないだろうか。さらに，高校生以下の家族の存在は代位価値や遺贈価値
のような非利用価値の形成と結びつき，それがオプションに対する支払い意思に影響を与え
るという構図になっている。このことから，オプション価値の存在を政策評価に用いて路線
維持の妥当性や事業としての有効性を検証する際には，こうした背景や要因をふまえ，評価
結果を過大に見積もることなく適切な対策を講じる必要がある。また，オプション価値の多
寡や価値形成に至るまでの要因は地域ごとに異なるため，地域別の評価をふまえた包括的な
対応が求められる。
5 ．まとめと政策的示唆の導出
　本論文は，公共交通が地域住民に与える便益と価値について，とくにオプション価値に焦
点をあてながらその内容を整理し，木の浦線東山中ルートのケーススタディから，路線バス
沿線に居住する地域住民のオプション価値の計測とオプションへの支払い意思が生み出され
る要因について考察した。分析の結果，木の浦線東山中ルート沿線に住む地域住民からは月
間 1 世帯あたり平均524円，年間平均6,292円のオプション価値が導出された。そして，オプ
ションへの支払い意思には世帯の家庭環境が影響を与え，家庭内の価値意識の創出が最終的
な支払い意思につながっていることがわかった。
　本論文の分析は，石川県珠洲市の一路線という非常に限られた地域を対象としたため，珠
洲市の地域住民全体の路線バスに対する評価を示しているわけではない。また，サンプル数
が限定されており，分析の過程で何らかのバイアスが生じている可能性も捨てきれない。分
析結果が妥当であるか否かについては，何回かの調査を繰り返した後に判断すべきである。
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とはいえ，導出されたオプション価値は，貨幣単価の違いはあるものの，既往研究で示され
た水準よりも比較的小さく，極端に高い値は示されていない。これは事前にバイアスを回避
するために調査票に工夫を加えた成果である。さらに，既往研究ではオプション価値の計測
のみに終始しており，オプションへの支払い意思に対して影響を与える要因の分析について
は試みられてこなかった。このことから，本論文の分析結果はいくらか重要な意味を含んで
いる。
　以下では，最終的な取りまとめとして，本分析結果が市の今後の政策に与える示唆につい
て指摘したい。本論文において評価されたオプション価値は，沿線の地域住民全世帯に換算
すれば市が現在拠出している補助金を上回る金額である。しかし，安易に各世帯にこの価値
に見合った負担を求めることはできない。その理由は，第 1 に，本結果は東山中ルートの一
部の世帯から得られた価値であって，例えば，市街地に近く複数のサービスが運行されてい
る飯田地区や正院地区では木の浦線という一部の路線に対して東山中ルートの地域住民と同
じ評価を下すとは考えにくいからである。第 2 に，オプション価値は家庭環境をはじめ複数
の属性と交互に絡み合い，しかも代位価値や遺贈価値のような非利用価値と連鎖してはじめ
て創出される。東山中ルートにおいてもその他の地域においても，地域住民の主な移動手段
は原則自家用車であって，もし，市が価値を過大評価し，以上のような要因を考慮せずに世
帯から公平に負担金を徴収しようとすれば，住民からの反発をまねいてしまう。
　その一方で，オプション価値は外部効果である以上，何らかの方法で内部化することが求
められる。その方法としては地域住民に対する課税や補助金の拠出，回数券の一括購入と運
賃の支払いを組み合わせた二部料金の採用など様々なバリエーションが存在する。オプショ
ン価値は将来の不確実性を回避するために利用者個人が持つ価値であることから，個人に対
する何らかの金銭的負担を通して内部化にあたることが望ましい。ただ，先に述べたよう
に，個人からの負担金の徴収は居住地ごとの負担のあり方や負担金の多寡をめぐっての多大
な調整コストが生じることから，やはりこれまでと同じように市の補助金を通して内部化を
行う方法が支持される。ただし，市の財政負担にも限界はあるので，サービスの効率化を十
分に認識しながら対策を講じていくと同時に，もし将来的に資金不足に至った場合には，改
めて全域的な費用便益の再評価を実施し，そこで住民負担の必然性が生じた際には，住民と
の調整を慎重にすすめ，負担を要求する対応が求められる。
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